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イランの核開発問題 

～米国の中東政策との関わりを中心に～ 
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１．はじめに 
イランの核開発問題は、2002年８月、イランが秘密裡にウラン濃縮施設を建設していた

事実が暴露されたことに端を発する。イランは、国際原子力機関（ＩＡＥＡ）及び核拡散

防止条約（ＮＰＴ）体制下にあり、核兵器製造に転用し得るウラン濃縮1等の核関連活動の

運用には高い透明性が求められるが、同国による秘密裡の核関連施設の建設は核兵器の開

発を意図するとの疑惑を招いた。その後の調査により、イランによる過去18年間に及ぶウ

ラン濃縮実験の事実等が報告され、ＩＡＥＡに対する義務違反が明らかになるとともに核

兵器開発疑惑が一層強まった。イランはこれに対し、ＮＰＴ４条によって加盟国に認めら

れた「原子力の平和利用の権利」を主張するとともに核開発活動を継続させており、米国

を始めとする関係各国による同活動の阻止に向けた対応が現在焦点となっている。 

核兵器製造に転用し得る技術をイランが保有することは、中東情勢のさらなる不安定化

を招きかねない。加えてこの問題は、中東諸国への核拡散の懸念と相まってＮＰＴ体制に

動揺を与え、ＩＡＥＡ体制下における核管理の在り方にも影響を及ぼしつつある。 

また、核開発問題をめぐって米国・イラン間の対立は深まる一方だが、その要因にはイ

ランの核開発のみならず米国の中東政策とも密接な関連がある。本稿ではこのような観点

から、1950年代から最近に至るまでの米国の中東政策におけるイランへの対応及び核開発

問題の表面化後から現在に至るまでの動きを概観することを通じ、同問題の背景と現状に

対する認識を深めたい。 

 

２．米国の中東政策とイラン 
（１）第二次大戦後における米国の中東政策とイラン 

第二次世界大戦を契機に中東の重要性を認識するようになった2米国は、大戦後、中東政

策を実施するにあたり、主として①中東石油の安定的な供給、②ソ連・共産主義の拡大阻

止、③イスラエルの安全確保の３点に重点を置いていた3。この点イランは、石油供給及び

ソ連の影響力阻止という二つの目的に合致する地政学上の要素を有し、米国の中東政策上

極めて重要な国家であったと言える。 

1951 年、民族主義の支持を受けたイラン・モサデグ政権による石油国有化運動に際し、

米国・アイゼンハワー政権は、共産主義に寛容なモサデグ政権に対する危惧から、石油利

権を見返りに英国と協力する形でイランに介入することを決め、1953年８月、米英からの

事実上の後押しを受けた内部勢力が起こしたクーデターにより、モサデグ政権は崩壊した。
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これによりイランは、従来の英国による石油支配体制に米国の参入を招くと同時に、米国

からの財政援助を受けたパーレビー国王による独裁体制が強化されることとなった。 

かくして米国は、石油国有化問題を契機として、イランにおける民族主義・共産主義の

拡大阻止と石油利権の獲得を果たしたと言える。他方、イランに対する石油支配と政権へ

の介入は、同国の民族主義者やイスラム教勢力の反米感情を助長させ、強権的なパーレビ

ー国王に対する反感と相まってイスラム革命の源流を形成させた4。また、この反米感情は、

革命後から現在に至るまでの反米イデオロギーのバックボーンともなっている5。 

 

（２）「湾岸の憲兵」としてのイラン 

イランは米国との密接な関係を保つパーレビー国王の指示の下、1957年に米国と原子力

協定を結ぶなど米国の支援を受けながら核開発を進めた。加えて、1964年にＩＡＥＡに加

盟し、1970年にはＮＰＴを批准するなどした上で6、イランの核開発はその後1970年代を

通じてさらに本格化していった。 

また、1967年、英国がスエズ以東から軍を撤退させる方針を発表したことで、石油輸出

の重要拠点であるペルシャ湾に安全保障上の懸念が生じた。これを受け、米国・ニクソン

政権はイランへの軍事面等における援助を強化し、イランはいわゆる「湾岸の憲兵」とし

ての役割を担うようになる。 

1953年以降、米国は原子力の利用について軍事目的から平和目的へと政策を転換してい

た7。当時のイランはいち早くＩＡＥＡ及びＮＰＴ体制下に入ることにより、表面上は核兵

器開発を断念8する形を示しながら米国の支援による核開発を進め、同時に軍事的な存在感

を強めてきたと言える。ただ、パーレビー国王が核兵器保有の意図について公言していた

事実などから、イランの原子力の利用はやはり軍事目的であったとも指摘されている9。 

 

（３）イスラム革命及びイラン・イラク戦争が及ぼした影響 

1979年１月、パーレビー国王による強権的な近代化政策に対し、イスラム教関係者等に

よる革命（イスラム革命）が勃発した。同革命を受け、アメリカ大使館人質事件が発生す

るなど、イランは親米国家から一転して反米イスラム国家へと変貌した。 

革命後、イスラム教指導者ホメイニ師の意向により、1974年からイラン南部のブシェー

ルにおいて着工されていた２基の原発施設の建設工事は中断されてしまう10。加えて、こ

れら２基の原発施設は、1980年に勃発したイラン・イラク戦争の間にイラクの爆撃によっ

て破壊され、イランの核開発計画は一旦頓挫した。 

イスラム革命勃発による「湾岸の憲兵」の喪失と、イラン・イラク戦争の勃発は、米国

自身が湾岸地域に進出する契機ともなった。依然として代理勢力の育成に重点を置いてい

た11米国は、革命後はイラクがイランに代わる代理勢力となり得ると考え、イラン・イラ

ク戦争中の1984年以降、イラクとの間で軍事的・経済的な事実上の同盟関係を深めていっ

た12。結果としてイラクは急速に軍事大国化したものの戦争は長期化し、米国はクウェー

トのタンカーを護衛する目的で自国艦隊をペルシャ湾に派遣し、1988年にはイランへの攻

撃を実施13するなどした。こうした米国の軍事的関与は同国の中東におけるプレゼンスを
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増大させ、イランの停戦決議の受入をも促すものとなった14。 

イランの核開発が戦争中に頓挫したことは上述した通りであるが、同時にイランがこの

時期に経験した脅威、すなわち、①イラクからの攻撃、②イスラエルによるイラク原子力

施設への空爆、③米軍の中東への軍事的関与等はイランに新たな抑止力（核開発）への関

心を抱かせる原因の一つとなったことが指摘されている15。イランは1985年、遠心分離器

によるウラン濃縮計画に着手したほか、1987年にはパキスタンと原子力協定を締結するな

ど16、頓挫していた核開発を再び活発化させ、1990 年以降、米国の圧力を受けながらも核

開発面で中国・ロシアとの関係を深化させていく。また、イランは1990年代を通じ、湾岸

戦争でフセインが生き延びたことに対する脅威からも、原子力の平和利用と同時にイラク

に対抗するための核兵器に関心を持ち続けていたとも言われている17。 

 

（４）湾岸戦争後における米国の中東への積極的関与 

イラン・イラク戦争終結後も、米国はイラクを湾岸における代理勢力とみなして支援を

継続していた。しかし、1990年８月のイラクによるクウェート侵攻を受け、米国は対イラ

ク攻撃（湾岸戦争）を開始する。このことは、代理勢力による湾岸維持という政策が破綻

したことで米国が代理勢力への依存から脱却し、自らの軍事力と国際的リーダーシップに

基づく秩序構築18を目指したものと考えられる。そしてこの湾岸戦争における勝利は、米

国の中東におけるさらなる影響力の行使を可能とさせる契機となった。 

 米国・ブッシュ（父）政権は、湾岸戦争の勝利後も国際的な連携による圧力を維持しつ

つイラク・フセイン政権の崩壊を期待したが、その後フセインは温存していた軍事力によ

りその権力を回復した。これに対しブッシュ政権は、イラクに政治的・経済的・軍事的圧

力を加える「イラク封じ込め」政策を進めた。次いで1993年に発足したクリントン政権も、

イランが従来から「テロ支援国家」として敵対19していることを理由に、イラク・イラン

を同時に封じ込める「二重封じ込め」政策を発表するなど、米国は湾岸地域の安定を維持

する上で主導的な役割を担おうとする姿勢を示した。 

しかし、イスラム教指導者ホメイニ師の死去に伴いイランの外交姿勢が軟化し、特にハ

タミ政権が米国に協調的な姿勢を示したことから、「テロ支援国家」という「二重封じ込め」

政策を正当化する理由が弱まった。そこで米国は、新たに「イランの大量破壊兵器（核兵

器等）獲得の意図」を強調し「二重封じ込め」政策を正当化しようとしたが、核兵器開発

を裏付ける明確な証拠を提示できなかった上、米国の外交政策上の大きな二つの矛盾を露

呈させた。すなわち、①米国は北朝鮮に対しては、ＫＥＤＯ（朝鮮半島エネルギー開発機

構）を通じて軽水炉建設に協力しておきながら、ロシアによるイランの軽水炉建設には反

対しているという矛盾、そして、②イランの核開発を全面的に規制しようとしながら、Ｎ

ＰＴへの加盟と国際的な査察受け入れを拒否するイスラエルの核兵器開発に関しては全く

不問に付してきたという矛盾である（いわゆる「二重基準」）。 

この米国による「二重基準」が、イランへの経済制裁に対する同盟諸国の同調を拒む理

由となって米国の孤立をもたらし、逆にハタミ政権下のイラン外交の進展を促す結果とな

ったことで、同盟国を巻き込んだ米国による「イラン封じ込め」は破綻した20。 
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さらに、「イラク封じ込め」も、国際的な連携の弛緩や経済制裁の有名無実化などの理

由から行き詰まりを示し、並行して進められていた中東和平交渉もイスラエルに対する第

二次インティファーダを惹起する結果に終わったことなどから、湾岸戦争後の米国による

積極的な中東政策はいずれも失敗であったと評価されている21。ただ、この時期、米国が

中東においてかつてない影響力と行動の自由を手にしていたとの見方もある22。 

 

（５）９・１１同時多発テロ発生が及ぼした影響 

2001 年に発足した米国・ブッシュ政権の当初の中東政策は、「無関与政策」と呼ばれた

ほど中東と距離を置いていた23が、９・１１の同時多発テロは米国の姿勢を決定的に変化

させた。ブッシュ政権は「テロとの戦い」という方針の下で積極姿勢へと転じ、ウサマ・

ビンラディンを匿っていたとされるアフガニスタンに攻撃を加えてタリバン政権を崩壊さ

せた。その際、タリバンと敵対関係にあったイランが、米国のアフガン攻撃に事実上協力

したことで、米・イラン関係改善の兆候が見られた。しかし、イランによるパレスチナ武

装勢力への武器供給が発覚したことなどから、ブッシュ大統領は2002年の年頭教書におい

てイランを「悪の枢軸」に加え、両国の関係は再び悪化した。 

2003年３月、イラクの大量破壊兵器の保有を理由にイラク戦争が開始された。その背景

には米国の石油利権への希求のほか、９・１１後のネオ・コンの台頭による影響が指摘さ

れている。戦争終結後、米国は「拡大中東民主化構想」を打ち出すなど政治面でも中東に

関与する姿勢を示すようになる24が、こうした米国の影響力拡大は中東における強い反米

気運を惹起し、中東における「アメリカの時代」の終焉を招いたとの指摘もある25。 

一方イランは、イラク・フセイン政権の崩壊以降、イスラエルとの対立関係を強めるヒ

ズボラ、ハマスといった武装勢力との関係が指摘され、また、核開発やミサイル開発など

により中東地域の不安定要因となる一方で、むしろその存在感を強めつつある26。 

 

３．核開発問題の表面化後の経緯 
（１）イランの核開発問題の表面化と英仏独３か国（ＥＵ３）との二つの合意 

2002 年８月、イランの反体制組織「モジャーヘディーネ・ハルグ」（ＭＫＯ）の政治部

門である「イラン国民抵抗評議会」（ＮＣＲＩ）により、イランが秘密裡に核関連施設を建

設していた事実が暴露され、同国の核開発が現実的な問題として表面化した。これを受け

て米国は、「イランは核兵器開発を意図している」としてイランを非難した。 

その後、ＩＡＥＡによる調査が実施され、ＩＡＥＡの保障措置協定上の義務違反及び18

年間に及ぶ秘密裡のウラン濃縮実験の事実等が明らかとなった。これを受け、ＩＡＥＡは

2003年９月の定例理事会において、査察などの保障措置を強化するＩＡＥＡ追加議定書の

即時署名等を求める非難決議を採択した。 

一方、ＥＵ３はイランとの独自交渉を進め、同年10月、イランはＥＵ３との間で追加議

定書への署名と「すべてのウラン濃縮・再処理活動の停止」等を内容とする「テヘラン合

意」を結んだ。イランは同合意に基づき、12月、追加議定書に署名するとともにウラン濃

縮活動を停止した。 
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「テヘラン合意」の背景には、米国が国連安保理による制裁措置に言及するなどの強硬

姿勢を示したことに対するＥＵ３側の思惑があった。すなわち、①強硬的措置によるイラ

ンの姿勢硬化の回避、②イラク攻撃のような事態の回避、③ＥＵ３のイニシアティブ確保

の３点である27。また、イラン側にとっては、強硬姿勢をとる米国と距離を置く形でＥＵ

側が協議に応じたことで、「核疑惑は米国の陰謀」とする保守強硬派の面子を保ちつつ国際

的な孤立を瀬戸際で避けることができた28点でメリットがあったと言える。 

しかし、その後イランは「テヘラン合意」を都合の良いように解釈し、「ウラン濃縮の停

止」には六フッ化ウラン生産は含まれないとして、2004年５月から６月にかけてウラン転

換施設で六フッ化ウランを生産するなどしたため、ＩＡＥＡは７月及び９月に相次いで対

イラン非難決議を採択し、国連安保理への付託も示唆した。これに対しイランは、安保理

に付託された場合の追加議定書の破棄及びＮＰＴからの脱退について示唆するなど、再び

緊張が高まった。 

米国はあくまでも安保理への付託を主張したが、イランは、2004 年 11 月、ＥＵ３と再

び交渉を行い、ウラン濃縮・再処理活動の自発的な一時停止等を内容とする「パリ合意」

を結んだ。この合意により、イランはウラン転換作業も停止することになったが、その停

止は「テヘラン合意」と同様「義務」ではなく「自発的」なものとされたため、再開に関

してはイランに独自解釈の余地を残すものであった29。 

なお、「パリ合意」の背景には、11月 25日のＩＡＥＡ理事会を控え、安保理付託に向け

た国際世論を再度回避するというイラン側の思惑があった30こと、また、ＥＵ３側にもＩ

ＡＥＡの権威を維持するとともにＮＰＴ体制にイランを繋ぎ止めておこうとする狙いがあ

ったことが指摘されている31。 

以上の経緯の特徴として、米国が一貫して強硬的な姿勢を示す中、イランはＩＡＥＡと

の保障措置協定履行に係る交渉を行い、これと並行する形でＥＵ３とも独自の交渉を続け

て来た点が挙げられる32。イランは状況が緊迫するとＥＵ３との合意によってこれを回避

するということを繰り返し、国際的に孤立する瀬戸際を見極めながら核関連活動を着実に

進展させてきた。このことは対外的には信頼を損ねるものであったが、国内的には国威発

揚や政権の基盤固めの好機として利用されたと見られている33。 

 

（２）アフマディネジャド政権誕生による保守強硬路線への転換 

2005年３月、これまでイランへの対応面で差異のあった米国・ＥＵ３間において互いに

譲歩する姿勢が見られた。米国は、「イランのＷＴＯ加盟申請への反対の取り下げ」に言及

してＥＵ３による対イラン交渉を支持し、ＥＵ３側も「国連安保理への付託」の点で米国

に協力する形で交渉の枠組みを修正した。 

他方イランにおいては、同年６月の大統領選挙において、イスラム革命の原理を重視す

る保守強硬派のアフマディネジャド前テヘラン市長が当選し、対外融和や市民の自由拡大

を唱えた穏健派のハタミ前大統領による改革路線からの転換が示された。 

その後ＥＵ３は、イランからの要求を受けて核開発問題に関する新たな提案を示した。

同提案は、イランに民生用軽水炉建設（原子力の平和利用）の協力や核燃料の供給等を与
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える一方、核燃料サイクル、ウラン濃縮活動等を断念させることを内容とするものであり、

米国もこれに賛意を示した。しかし、イランは「提案はＮＰＴ下の権利を奪うもの」であ

るとしてこれを拒否するとともに、ＥＵ３による米国への譲歩を「パリ合意」の破棄とみ

なし、同合意に基づき停止していた活動のうちウラン転換作業を再開させた。 

アフマディネジャド大統領は、９月17日の国連総会の演説の中で、「イスラムの教えに

従えば、核兵器開発は禁じられる」と述べる一方、イランの核燃料サイクルを認めないこ

とは「核アパルトヘイト」であると非難するとともに、外国の政府及び企業との合弁によ

る原子力の平和利用事業を新たに提案するなど対決的な姿勢を示した。こうしたイランの

対応を受けて、９月24日、ＩＡＥＡは安保理への付託の可能性を示唆する決議を採択した。 

このようにイランは、穏健派のハタミ大統領に替わり保守強硬派のアフマディネジャド

大統領が就任して以降、同国の核開発に向けた強硬姿勢が顕著になったと言えるが、その

背景には1980年代から連綿と続く同国の核に対する強い関心があった点が指摘される。加

えて、アフマディネジャド政権下における核開発の姿勢についても、盤石とは言えない政

権基盤の強化の意図が指摘されている34。これら内政上の要素を含むイランの強硬路線へ

の転換が、米国・ＥＵ３間の相互の譲歩と相まって、イランの核問題の協議の場をＩＡＥ

Ａから安保理へとシフトさせる要因となった35と考えられる。 

 

（３）国連安保理による対イラン制裁決議の採択へ 

2005年末、ロシアから、イランのウラン転換作業の容認とウラン濃縮行程のロシアへの

委託を内容とする新たな案が提案され、米国もこれを支持していた。しかし、イランは自

国の核燃料サイクル構築にあくまで固執してこれを拒否し、2006 年１月 10 日、核研究施

設の封印を解除してウラン濃縮活動の再開を表明した。 

同年２月、ＩＡＥＡ緊急理事会において問題を国連安保理に付託する決議が採択され、

協議の場はついに安保理に移された。３月、安保理によりウラン濃縮の停止を求める議長

声明が採択されたが、これに対しアフマディネジャド大統領は、イランがウラン濃縮に成

功し核技術保有国の一員となったことを発表するなど、引き続き対決姿勢を見せた。この

ことは、ＩＡＥＡが４月下旬、イランが低濃縮ウランを製造した可能性が高いこと等を国

連安保理に報告したことにより裏付けられた。５月、英仏の２か国は国連憲章第７章に基

づく制裁決議案を提出したが、中国とロシアの反対により採択には至らなかった。 
５月下旬には、米国・ライス国務長官が、「イランがウラン濃縮及び再処理の活動を検

証可能な形で完全に停止することを条件に、米国は核問題交渉に参加する用意がある」と

の方針を発表し、外交交渉による解決を目指す姿勢を見せ、６月に入ると、制裁に批判的

な中ロと米国との間をＥＵ３が仲介する形で、イランがウラン濃縮を断念した際の見返り

及び拒否した際の制裁措置に関する案が取り纏められ、６か国による「包括見返り案」が

提示された。 

６月21日、アフマディネジャド大統領は、「包括見返り案」には疑問点が数多くあって

仔細に検討を要するため、８月22日を期限として回答すると述べた。イランのこのような

対応に対し、早期回答を求めていた国連安保理５か国＋ドイツ（Ｐ５＋１）は、７月、外 
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相会議を開いて「深い失望」を表明し、再度安保

理で審議することを合意した。ただ、イランが「包

括見返り案」を直ちに拒否しなかったことは、こ

れまで一貫して対決的な姿勢を見せていたアフマ

ディネジャド大統領のスタンスの変化を示すもの

との指摘もある36。 

７月 31 日、安保理において国連憲章第７章 40

条に基づく決議1696号が採択された。その内容は、

イランに対して８月 31 日を期限にウラン濃縮の

停止を求め、これに従わない場合、新たな決議を

採択し経済制裁を発動することを警告するもので

あった。なお、「包括見返り案」に対するイラン

からの回答を待たずして決議が採択された理由と

して、同案に対する米国のスタンスがイランとの

根本的な対立解消ではなく、制裁決議採択のため

のステップに過ぎなかったためとの指摘がある37。 

８月22日、イランは「包括見返り案」に対する

回答を提出し、ウラン濃縮停止に言及するなど交

渉に前向きな姿勢を示す一方で、①安保理決議に

よる制裁の可能性を排除すること、②安保理での

審議を取り止めて協議の場をＩＡＥＡに戻すこと、

③イランの安全の保障を交渉再開の前提条件とす

ることなどを要求し、ウラン濃縮活動は引き続き

継続した。これに対し、米国は「時間稼ぎを狙っ

たもの」と指摘するなど両国の溝は埋まらず、９

月下旬の国連総会一般討論において両国は互いを

非難し合った。ＥＵ側は、イランとの協議を継続

して猶予を与える姿勢を示したが、一方でＰ５＋

１により、イランがウラン濃縮停止に応じない場

合の制裁に関する協議が開始された。 

10月下旬、イラン制裁決議採択に向けたＥＵ３

の草案が提出されたが、北朝鮮の核実験実施に対

する制裁決議と同様に厳しい制裁内容であったこ

とから中ロが難色を示し、米英仏独４か国と中ロ

との間の溝が再び浮き彫りとなった。 

その後、２か月近くに渉る協議の中で５回に及ぶ修正が加えられ、12 月 23 日、安保理

決議1737号が全会一致で採択された。その内容は、非軍事的な制裁を規定した国連憲章第

７章41条に基づき、イランに対して濃縮関連活動等の停止を義務づけると同時に、核・弾

「包括見返り案」の主な内容 

○見返り（イランが濃縮活動停止を受け入れた場合） 

・合弁事業による軽水炉建設 

・イランのＷＴＯの加盟支援 

・米欧製航空機・航空部品の輸出解禁 

・ウラン濃縮の前段階となる六フッ化ウランを 

製造する「転換作業」の容認 

○制裁（イランが濃縮活動停止を拒否した場合） 

・イラン指導部の海外渡航禁止 

・資産の凍結などの経済制裁 

（出所） 新聞報道等より作成

安保理決議1737号の主な内容 

○国連憲章第７章41条に基づく、加盟国による 

制裁措置を実施 

○イランの義務 

・濃縮関連活動、重水関連計画の停止 

・ＩＡＥＡへの協力 

○すべての加盟国の義務 

・イランの核・弾道ミサイル関連の物資・技術の 

移転防止 

・イランの核に関係する個人の渡航警戒 

・イランの核に関係する個人・団体の資産凍結 

・決議実施のためにとった措置を制裁委員会に 

60日以内に報告 

※ 原案に対する５回に及ぶ修正の内容 

 ①ブシェール原発関連の記述は削除 

  ②個人の海外渡航「禁止」から「警戒」へ格下げ 

  ③海外資産の凍結の対象外事例の増加、「即時 

凍結」の文言削除、凍結の判断は関係国が実施 

  ④制裁委員会への報告「30日以内」から 

「60日以内」へ 

（出所） 新聞報道等より作成
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道ミサイル関連物資の輸出入禁止や海外資産凍結などの経済制裁を柱としている。 

しかし、同決議は全会一致という体裁こそ保たれたものの、ロシアが出資するブシェー

ル原発が制裁対象から外され、資産凍結も各国の判断に委ねられるなど、制裁効果には疑

問が残るものとなった。事実、アフマディネジャド大統領は、翌24日の演説の中で「決議

は紙くずだ」とした上で、「西側諸国はイランの核技術と共存することを学ぶべき」と述

べ、また、イランのラリジャニ最高安全保障委員会事務局長も、濃縮活動の続行を表明す

るなど強気の姿勢を崩そうとはしなかった。2007年に入ってもイランは同様の姿勢を見せ

ていることから、引き続きウラン濃縮等の核開発を継続させる可能性が高いと見られる。 

 

４．イランの核開発問題のゆくえ ～むすびに代えて～  
 安保理によるイラン制裁決議が採択されたことで、核開発問題の解決に向けて一定の前

進が見られた。しかし、イランと経済面及び資源面等で利害関係を有する中ロは依然とし

て米国の強硬姿勢を牽制しており、その溝は容易には埋まりそうにない。制裁が効果を挙

げられない場合、イランは引き続き核開発を軸にその存在感を維持し続けることができる。 

既に述べたとおり、イランは現在もＮＰＴ体制下における「原子力の平和利用の権利」

を主張している。米国や西側諸国が恐れるのは、イランが北朝鮮のしたようにＮＰＴの下

でウラン濃縮等の技術を取得した後、ＮＰＴを脱退して核兵器製造へ向かうことである38。

2005年５月に開催されたＮＰＴ再検討会議において、イランの核開発問題やＮＰＴ脱退条

件の厳格化等が議論されたが、ＮＰＴの枠外で核の保有・開発を黙認されているイスラエ

ル等の存在に対する批判があったことなどから、目立った成果を上げることはできなかっ

た。その背景には米国の核管理政策における「二重基準」が存在しており、このことがＮ

ＰＴ体制を動揺させ、核兵器関連条約とそれを所掌するＩＡＥＡの権威・正当性をも損な

わせる結果となった39。加えて、イランがイラク、シリア、レバノンのイスラム教シーア

派を通じて域内の影響力を拡大させていることに対する警戒感から、サウジアラビアなど

の湾岸アラブ諸国による核技術取得に向けた動きも見られ40、イランの核開発問題ととも

に中東における核拡散の懸念は一層強まりを示している。 

昨年 12 月、イラクの情勢悪化を受け、米国の超党派の諮問機関である「イラク研究グ

ループ」により、戦闘部隊の2008年初頭までの撤収やイラン・シリアとの対話等が提言さ

れた。しかし2007年１月、ブッシュ大統領により発表された「イラク新政策」には同提言

は盛り込まれず、逆に米軍約2万人の増派やイラン・シリアと引き続き対抗するなどの方

針が示された。同政策にはイラクの安定化のほか、親米アラブ諸国の同盟を再結成してイ

ラン等の反対勢力を孤立化させることにより、中東全体を支配下に置こうとする狙いがあ

るとも指摘されており41、事実、サウジアラビアなどイスラム教シーア派を警戒するアラ

ブ諸国は、同政策に対する支持を表明して「イラン抑止」で足並みを揃えた42。 

現在イラクでは、「イラク新政策」に基づきスンニ、シーア両派の民兵組織に対する大

規模掃討作戦が展開されているが、親イランのマリキ首相はシーア派民兵組織に対する本

格的な掃討に踏み切っていない。同政策で「イラン抑止」を掲げながら親イランのマリキ

首相に協力を仰ごうとする米国の作戦上の矛盾点が露呈している43。シーア派民兵組織の
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幹部は、最近関係を強化しているイランとシリアの両国に潜伏しつつあり、このままイラ

クの内戦状態が続く場合、イラクの国家破綻と近隣諸国による介入も懸念されている44。 

これに加え、核開発をめぐって存在感を強めるイランに対し、米国やイスラエルによる

イランの核施設への攻撃の可能性を指摘する報道も見られるなど、中東情勢は緊迫の度合

いを益々強めていると言える。事実、米国によるペルシャ湾への空母増派や中東を担当す

る中央軍司令官に海軍出身のファロン氏が指名されたことなどは、地上戦が選択肢にない

イラン攻撃を強く意識したものとの報道もなされた45。このような状況に対し、イランの

核施設に対する攻撃は効果的でない上、イランによる報復やテロを招くとともに原油価格

の高騰などの国際経済上の混乱を引き起こす恐れがあることから、外交交渉こそが最善の

選択であるとの指摘もなされている46。今後、米国を軸としながらも、あくまで外交交渉

に解決の可能性を求めるＥＵ、経済制裁などの強硬措置による解決には反対する中ロ等の

関係国がいかなる形でイランの核開発問題の解決に取り組むのか、また、それによりイラ

クを始めとした中東情勢がいかなる影響を受けるのか、その動向と行方が注目されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
1 原子力発電を行うためには、①ウラン鉱石の“採掘”、②ウラン鉱石を精製して純度を高めたイエロー・ケー
キを作るための“精錬”、③ウラン濃縮の前段階となる六フッ化ウラン（ガス状）を作るための“転換”、④
ウラン濃度を高めるための“濃縮”、⑤濃縮ウランを粉末にする“再転換”という工程を経る必要がある。 

2 小野沢透「米・中東関係－パクス・アメリカーナの蜃気楼」五十嵐武士編『アメリカ外交と21世紀の世界 冷
戦期の背景と地域的多様性を踏まえて』（昭和堂 2006年）130頁 

3 木村修三「「国際テロリズム」と「大量破壊兵器の拡散」」『姫路法学』第34・35合併号（姫路法学会 2002
年３月）41頁 

4 宮田律『物語 イランの歴史 誇り高きペルシアの系譜』（中公新書 中央公論新社 2002年）153頁 
5 宮田、前掲『物語 イランの歴史 誇り高きペルシアの系譜』186頁 

イランをめぐる関係国の相関図 

                       連携を模索 

 

 

     

・貿易などで一定の             ・原油輸入の15％を依存 

      経済協力             ・アザデガン油田権益は縮小 

 

                            対 立 

 

 

・原発建設で協力          ・産油国として重視  

    ・武器輸出             ・資源開発の意図 

 

 

                       牽制 

（出所）『日本経済新聞』（2006年８月 30日）をもとに作成 
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